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１ はじめに 

１．背景 

我が国では、全国的な人口減少や少子高齢社会を迎える中 で、就業者の高齢化 や後継

者不 足 等 に伴 い 、都 市の 社 会 経 済 活 動の 低下 に よ る都 市 活力 の低 下 が 懸念 さ れて いま

す。 

袋井市（以下「本市」という。）においても、今後、人口減少・少子高齢化の 進行が

予測されており 、これ に対応した都市づくりを 進めるため、2018年（平成30年）3月に、

都市づくりの基 本方針を示す「袋井 市都市計画マスタープラ ン（以下「都市 計画マスタ

ープラン」とい う。」を改定しました。  

この都市計画マ スタープランでは、都市拠点、地域拠点、集落拠点 が連携し、市が一

体と な っ たコ ン パク トで 持 続 可 能 な 都市 構造 を 目 指す と とも に、 人 口 減少 下 にお いて

も「魅力・活気・にぎわい」といった都市活力を十分に 創造しながら、誰もが安全・安

心で よ り 快適 に 暮ら し続 け る こ と の でき る質 の 高 い都 市 づく りに 取 り 組む た め、 新た

な都市づくりに 向けた「基本理念」や、これを具現 化し将来の都市の骨格的 な姿を描い

た「将来都市構 造」を掲げています。  

 

  

■ 袋 井 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン で 定 め る 「 基 本 理 念 」  
 

 都市づくりの「基本理念」 

住みたくなる 住んで良かったと実感できるまち 
活力あふれる ふるさと ふくろい 

健康、自然、歴史、文化、防災、産業、及び地域コミュニティ等の様々な視点から、
地域・企業・行政等の協働による都市づくりを推進し、「ふるさとふくろい」として
の誇りや意識を醸成するとともに、まちの“魅力”・“活気”・“にぎわい”といった都市
活力を創造することで、「住みたくなる、住んでよかったと実感できる」まちを目指
します。 
●まちの“魅力” 

安全・安心なまちづくりを進めることはもとより、暮らしたくなる拠点の創出、誰も
が移動しやすい道路・公共交通の構築、自然と歴史文化が調和したまち、子育て・教育
環境や健康に寄与した医療・福祉施設等の充実、生活を快適にする ICT 環境の構築等に
よる“魅力” 

●まちの“活気” 
農業、観光、工業、商業等の既存産業の維持・活性化や次世代産業地の整備による新

規産業の誘致等、魅力的な働く場を確保し産業活力を創出することで生まれる“活気” 

●まちの“にぎわい” 
遠州三山等の歴史文化資源を活用した観光振興、ラグビーワールドカップを契機とし

たまちの国際化や交流人口の拡大、都市拠点・地域拠点・集落拠点が連携し市全体が一
体となることで生まれる人々のつながりと交流等による“にぎわい” 
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２．策定の目的 

●用途地域外
．

で取り組むこと 
人口減少・少子高齢社会を迎える中でも、都市計画マ スタープランに示す都市 づくり

の「基本理念」の実現に向けて、用途地域 外
．

においても、各地域の 活力やコミュニティ

の維持・向上に取り組むとともに、防災・防犯・健康 づくり・福祉・子育てなど、安全・

安心でより快適 に暮らしやすい環境づく りを進めていく必要があ ります。 

さらに、用途地域外
．

では、美 しい田園・茶園等の緑 豊かな農の風景や水辺等 の自然環

境に恵まれてお り、それらと調和した適切な土地利用を誘 導するとともに、都市基盤整

備が行われてい ない既存集落では、狭あい道路の解消など、安全・安心な住 環境の確保

に「協働」で取 り組んでいく必要があり ます。 

また 、 人 口減 少 下 で あっ て も 活気 あ ふ れ る 都 市 を 持続 し て い くた め 産 業活 力 の向上

を目 指 し た魅 力 ある 産業 用 地 を 創 出 する とと も に 、創 出 した 産業 用 地 の維 持 に努 める

など、適切な土 地利用の規制誘導を図る 必要があります。 

●「地区計画 ※ 1」制度の活用 
これらに取り組 む１つの「有効なツ ール」として、地区レベルのまちづくり を可能と

する「地区計画 」制度があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※1： 地 区 計 画 と は 、  

地 区 計 画 は 、都 市 計 画 法 第 12 条 の 4 及 び 第 12 条 の 5 に 規 定 す る 都 市 計 画 制 度 で 、 都 市 全

体 の 骨 格 を 対 象 に 計 画 さ れ る 都 市 計 画 と 個 々 の 建 築 計 画 と の 中 間 的 な 位 置 に あ り 、 用 途 地 域

等 の 都 市 計 画 と 調 和 を 図 り な が ら 、 地 区 の 特 性 に 応 じ た き め 細 や か な ま ち づ く り の ル ー ル を

定 め る も の で す 。  

ま ち づ く り の ル ー ル と し て 、 建 築 物 の 用 途 、 建 ぺ い 率 、 容 積 率 、 高 さ 、 外 壁 の 後 退 位 置 や

垣・柵 の 種 類 、屋 外 広 告 物 の 制 限 、道 路 等 の 地 区 施 設 の 配 置・規 模 を 定 め る こ と が で き ま す 。

こ の よ う な ま ち づ く り の ル ー ル や 、 道 路 等 の 地 区 施 設 を 計 画 す る こ と に よ り 、 時 間 を か け な

が ら 地 域 の 課 題 改 善 や 住 環 境 等 の 保 全 を 図 る こ と が で き ま す 。  

■ ま ち づ く り の ル ー ル （ 地 区 計 画 ） の イ メ ー ジ  

調 和 の と れ た 住 宅  

緑 あ ふ れ る 住 環 境  
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●なぜ、地区計画が「有効なツール」なのか。 
 地区計画は、特定の区域を定め、その地域の特性に 応じたきめ細やかなまち づくりの

ルールとして建 築物の用途、敷地面積、高 さ、外壁の後退距離や垣・柵の 種類、屋外広

告物の制限、道路等の地区施設の配 置・規模を定めるこ とができることから、地域内に

おける土地利用 や建築物等の適切な規制 誘導が可能となり、「安全・安心な 住環境の形

成」や地域周辺 の「農地・自然環境、歴 史文化との調和」を図る ことができます。 

また、地区計画の 策定の段階から、地域内で課題・魅力を発見・共有し 、まちづくり

の目標・方向性を検討するなど、まちづくりをみんなで 考え・進めることで きるため、

地域の意見を十 分に反映することができ るうえ、「地域内のコ ミュニティの醸成」や「地

域をより良くし ようというような活気」 を創出することができま す。  

●用途地域外に「地区計画」を適用する場合には、 
用途 地 域 外

．
に お い て 地区 計 画 を適 用 す る 場合 、 静 岡県 が 定 め る「 市 街 化調 整 区域等

（用途地域外
．

）における地区計画活 用指針」では、「用途地域 外
．

における地区 計画適用

の基本的な方針（以下「 本方針」という。）」を策定し、本 方針で定める「 地区計画の

適用 が 想 定さ れ る地 区」 や 「 適 用 が 想定 され る 地 区の ま ちづ くり の 基 本方 針 」等 の適

用・運用の考え 方を地域や事業者等に対 し、事前に明らかにする こととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 ポ イ ン ト ２ 】 市 街 地 拡 大 を 目 指 す も の で は な い ！ ！  
用 途 地 域 外

．
に 定 め る 地 区 計 画 は 郊 外 部 の 市 街 化 を 促 進 す る た め の も の で は あ り ま せ ん 。 人 口 減 少 ・

少 子 高 齢 社 会 の 中 で も 、 郊 外 部 の 集 落 地 の 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 強 化 や 地 域 の 特 性 に ふ さ わ し い 環 境 の
維 持 ・ 形 成 、 防 災 力 の 向 上 等 が 必 要 な 場 合 に 活 用 し て い く も の で す 。  

【 ポ イ ン ト １ 】 地 区 計 画 制 度 の 変 遷  
地 区 計 画 制 度 は 1980 年 （ 昭 和 55 年 ） に 創 設 さ れ ま し た 。 創 設 当 初 は 、 市 街 地 で あ る 市 街 化 区 域 及

び 、非 線 引 き 都 市 計 画 区 域 内 の 用 途 地 域 内
．

が 地 区 計 画 を 定 め る こ と が で き る 区 域 と さ れ て い ま し た が 、
良 好 な 居 住 環 境 の 確 保 や 都 市 機 能 の 更 新 、 住 宅 供 給 の 促 進 と い っ た 課 題 に 対 応 す る た め 、 よ り 一 層 汎
用 性 の 高 い も の と な る よ う 、 度 重 な る 制 度 の 拡 充 が 行 わ れ 、 2000 年 （ 平 成 12 年 ） の 都 市 計 画 法 の 改
正 に よ り 、 郊 外 部 で あ る 非 線 引 き 都 市 計 画 区 域 内 の 用 途 地 域 外

．
に お い て も 地 区 計 画 を 定 め る こ と が で

き る 区 域 と な り ま し た 。  

用途地域外
．

に地区計画を適用するには、まずは、 
「用途地域外

．
における「地区計画」適用の基本的な方針」 

を定める必要があります。 

【本方針に定める事項】 
● 地 区計画の適用が想定され る地区（適用想定地区）  
● 適 用想定地区のまちづくり の基本方針  

本市においても、用途地域外
．

での「地区計画適用に向けた備え（事前準備）」
として、本方針を策定し、地域等による地区計画を活用したまちづくりを促す
など、都市計画マスタープランに定める「基本理念」の実現を目指し取り組ん
でまいります。  
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２ 地区計画の適用想定地区 

１．用途地域外で地区計画を適用することができる地区 

本方針の対象範 囲は、用途地域の指定が無い「用途地域外 」が対象となります。この

うち地区計画制 度を適用することができ る地区は、都市計画法第 12 条の 5 第 1 項第二

号に規定されて います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

本方針の対象範 囲 
用途地域の指定 がない地域

“用途 地域外”が対象 

■ 用 途 地 域 （ 凡 例 ）

用 途 地 域 の 指 定 の な い 地 域  
（ 用 途 地 域 外

．
）  

都市計画法 第 12 条の 5 第 1 項第二号 
二 用 途地域 が定 めら れてい ない土 地の区域 のうち 次のい ずれかに 該当す るもの  

イ  住 宅 市 街 地 の 開 発 そ の 他 建 築 物 若 し く は そ の 敷 地 の 整 備 に 関 す る 事 業 が 行 わ れ
る、又 は行わ れた 土地 の区域  

ロ 建築物の 建築又 は その敷 地の造 成が 無秩 序に行 われ、又 は行わ れると 見込まれる

一定の 土地の 区域 で、公共施設の整備の 状況 、土地 利用の 動向 等からみて 不良な
街区の 環境が 形成 され るおそ れがあ るもの  

ハ  健 全 な 住 宅 市 街 地 に お け る 良 好 な 居 住 環 境 そ の 他 優 れ た 街 区 の 環 境 が 形 成 さ れ

ている 土地の 区域  

■ 用 途 地 域 外 で 地 区 計 画 を 適 用 す る こ と が で き る 地 区  

■ 本 方 針 の 対 象 範 囲  
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２．適用想定地区 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

想
定
地
区  

●三 川 地 区 ●宇 刈 地 区 ●今 井 地 区 ●袋 井 東 地 区 ●豊 沢 地 区 

●笠 原 地 区 ●浅 羽 西 地 区 ●浅 羽 東 地 区 ●浅 羽 南 地 区 

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
方
針  

これらの地区は 、都市計画マスタープランにおいて、コミュニテ ィセンターを拠点

として高齢者 の支援活動や健康づく り活動、にぎわいや交流等 の地域づくりに取り組

み、さらには良好な集落地の維持・形成を目指す集落拠点（コミュニティ センターを

中心としたエ リア）として位置づけ ています。 

これら集落拠点 の周辺には、美しい田園 や丘陵地に広がる茶園等の農地、太田川や

原野谷川、浅羽海岸等の豊かな自然など、本市特有の魅 力ある資源があり、地域の個

性や特色に応 じた魅力的な住環境の 形成を目指し、これら田園・茶園等の農の風景と

豊かな自然環 境と調和した集落地景 観を保全していく必要が あります。 

また、建物の老朽化や 狭あい道路等の都市構造 上課題を抱え、建物倒壊や道路 閉鎖、

延焼火災等の 災害リスクが高い地域 が存在するため、安全・安心な住環境を形成する

必要がありま す。 

これらの地区の まちづくりを進めるにあ たり、まずは、地域内で課題や魅力の発見・

共有し、まちづくりをしようと思い立つ発意や組織づくり、そして、地域の目標やま

ちづくりの方 向性を検討するなど、まち づくりをみんなで考え 、進めることが必要と

なります。  

このため、本方 針において、これらの地区 を地区計画の適用想定 地区として位置づ

けることで 、地 域による地区計画を活 用したまちづくりを促し 、地域から地区計画適

用の提案や要 望があった場合、適切 な運用に向けて手続きを 進めてまいります。 

なお、災害リス クの高い地区においては 、災害リスクの軽減を目 指し、本市では、

その危険度を 地域に周知を図るとと もに、安全・安心な住環境の 形成に向けて支援を

行います。  
 
 

 

■ を目指す地区 
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想
定
地
区  

●豊沢工業団 地 ●小笠山山麓開発 事業地 

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
方
針  

これらの地区は、都市計画マスタープ ランにおいて、都市活力 を支える新たな工業

用地として維 持、または整備を促進 していく次世代産業地として位置 づけています。 

これらの地区に おいては、今後、大規模な土地利用転換 等が生じた場合、引き 続き、

工業用地とし て維持するため適切な 土地利用の規制誘導に努 める必要があります。 

また、袋井市景観計画において、建築物 の高さ制限の適用除 外区域となっているこ

とから、周辺 の住環境や農地・丘陵 地等の自然環境と調和を 図る必要があります。 

このため、産業 振興の取組と連携しなが ら、建築物を一定の用途 に規制するなど、

工業用地とし て適切な維持に努める とともに、建築物の高さや 色彩の制限等を設ける

など、周辺環 境との調和を図ります 。 

 

■ を目指す地区 

想
定  
地
区  

●土 橋 地 区 ●下山梨地区  ●宇 刈 地 区 ●愛野駅周辺 地区 

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
方
針  

これらの地区は、都市計画マスタープラン において、中⾧期 的な観点から 交通の利

便性等の立地 特性を活かし、新たな産業等 の立地による都市活力を 創出する都市活力

創出地として位置づ けています。 

下山梨地区、宇刈地区、土橋地区 については、中 ⾧期的な観点から交通の利便性等

の立地特性を 活かし、新たな産業用地の創出を目指すとともに、周辺 の農業的土地利

用 へ 悪 影 響 を お よ ぼ す こ と が な い よ う 適 切 な 土 地 利 用 の 規 制 誘 導 を 図 る 必 要 が あ り

ます。 

また、愛野駅周辺地区については 、広域 連携軸となるJR東海道線や国道1号線 、南

には県道磐田 掛川線があり、東名高 速道路掛川ICや国道150号からも利 便性が高く、

優位性が高い 地域であるため、周辺の静岡理工科大学、新たな産業地 である豊沢工業

団地、交流拠点の法 多山と小笠山総合運動 公園エコパ等の地域特有 の資源を活用した

交流の活性化 を促すことで、多様な人々が訪れる魅力ある都市づくりに努め、にぎわ

いや活気とい った都市活力の創出を 図る必要があります。 

このため、本方針におい て、地区 計画の適用想定地区として位置づけることで、事

業者から地区 計画適用の提案や要望 があった場合など、地区計画適 用の要否について

判断するとと もに、建築物の用途や高さ、色彩等を制限す るなど、内容について検討

し、地区計画 の適用や適切な運用に 向けて手続きを進めてま いります。 

 

■都市活力創出地として「魅力ある産業用地の“創出”と“維持”」を目指す地区 
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※ 2 建 築 協 定 ： 参 考 資 料 P33 を ご 参 照 く だ さ い 。  
 

想
定  
地
区  

●可 睡 の 杜 ●ベルタウン萱間  ●サンタウン ゆりが丘 ●高 尾 台 

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
方
針  

これらの地区 は、民間の大規模な 宅地開発により都市基盤が整い、建築物の用途 、

建ぺい率、 容積率、高さ、外壁 の後退位置や垣・柵 の種類、屋外広告物 の制限を適

切に規制誘導す る建築協定 ※ 2 が定められ ています。 

これまで、 地区内の住 民で構成する 委員会により、建築 協定の内容が適切に 管理

され、良質 で豊かさが実感でき る住環境が形成され てきたことから、今 後も、引き

続き、建築 協定の内容を適切に 管理し、これまでに 形成された良好な住 環境を保全

していく必 要があります。しか しながら、今後、高 齢化等により地区内の 住民の委

員会が組織でき なくなるなど、建築協定 が形骸化していくことが 懸念されます。 

このため、 建築協定の内容を適 切に管理することが 困難となった場合に は、建築

協定に代わ る手法として地区計 画の適用も可能であ ることから、本方針 において地

区計画の適用想 定地区として位置づける こととします。 

 

 

■建築協定が定められており、引き続き「良好な住環境の“保全”」を目指す地区 

※ 1 特 定 地 区 ： 参 考 資 料 P37 を ご 参 照 く だ さ い 。  

想
定  
地
区  

●法多山周辺 ●油山寺周辺 ●可睡斎周辺  

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
方
針  

遠州三山と呼ばれる法多山、可睡斎 、油山寺等の歴史文化 資源を活用した交流の

活性化を図り、 多様な人々が訪れ交 流人口が増加すること で、にぎわいの創出を図

る必要がありま す。 

また、ふくろいの風景づくり計画（袋井 市景観形成ガイドプラン）において、「特

に地域の特性を 活かした景観形成が必要 な地域（ 特定地区）※ 1」の候補地区として

位置づけており 、建 築物等の形態、意匠の誘導及 び緑化、修景、活動など、歴史的・

文化的資源と調 和した景観の保全と形成 に取り組むこととしてい ます。 

このため、観光振興の取組と連携し ながら、地区計画を活 用し、周辺のまち並み

や道路等の公共 空間について、歴史 的・文化的資源と調和 した景観づくりを進める

など、歴史的・ 文化的な雰囲気の保全と 形成に取り組みます。  

 

■「歴史的・文化的資源と調和した景観の“保全”と“形成”」を目指す地区 
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３ 地区計画で定めることができる事項 

 地区計画におい ては、当該地区の まちづくりの基本的な方向性を示す「1.地区計画の

目標」、「2.区域の整備、開発及び保全に関する方針」や、これらの目標や方針の実現に

向けて、地域特 性に応じた「3.地区整備計画」を定め ることができます。 

１．地区計画の目標 

当該 地 区 の上 位 計 画 等に お け る位 置 づ け や 当 該 地 区の 特 性 等 を踏 ま え なが ら 、次の

ような事項を目 標として定めることがで きます。 

 

 

 

 

 

２．区域の整備、開発及び保全の方針 

（1）土地利用に関する方針  

当該地区におけ る土地利用上の課題や今 後の目指すべき地域像を 踏まえ、以下のよ

うな事項を土地 利用に関する方針として 定めることができます。  

 

 

 

 

（2）地区施設の整備の方針  

地区における課 題解消や今後の環境形成 上必要な地区施設（道路 、公園等）につい

て、以下のよう な事項を整備方針として 定めることができます。  

 

 

 

記 載 内 容 の 例 （ 資 料 ： 「 市 街 化 調 整 区 域 等 に お け る 地 区 計 画 の 活 用 指 針 （ 静 岡 県 ） 」 よ り 引 用 ）  

● 当 該 地 区 計 画 に よ り 計 画 的 に 開 発 行 為 を 誘 導 す る 必 要 性 、 も し く は 不 良 な 街 区 環 境 の 形

成 を 防 止 す る 必 要 性 を 明 ら か に す る と と も に 、 地 区 計 画 を 決 定 す る こ と の 意 義 を 明 示 す

る 。  

● 当 該 地 区 の 目 標 と す る 地 区 の 将 来 像 を 示 す 。  

● 周 辺 の 営 農 条 件 や 自 然 環 境 等 に 配 慮 す る こ と を 定 め る 。      

記 載 内 容 の 例 （ 資 料 ： 「 市 街 化 調 整 区 域 等 に お け る 地 区 計 画 の 活 用 指 針 （ 静 岡 県 ） 」 よ り 引 用 ）  

● 当 該 地 区 周 辺 の 集 落 地 等 と 調 和 し た ゆ と り あ る 土 地 利 用 の 考 え 方 を 定 め る 。  

● 周 辺 の 自 然 環 境 や 営 農 条 件 と 調 和 す る た め の 土 地 利 用 の あ り 方 を 定 め る 。  

● 住 居 系 の 土 地 利 用 を 目 標 と す る の か 、 工 業 系 の 土 地 利 用 を 目 標 と す る か を 明 確 に す る 。  

記 載 内 容 の 例 （ 資 料 ： 「 市 街 化 調 整 区 域 等 に お け る 地 区 計 画 の 活 用 指 針 （ 静 岡 県 ） 」 よ り 引 用 ）  

● 当 該 地 区 の 地 区 施 設 の 整 備 手 法 、 整 備 主 体 、 整 備 時 期 等 を 定 め る 。  

● な お 、 数 街 区 又 は 街 区 内 に お け る 段 階 的 な 開 発 は 望 ま し く な い 。  

● 調 整 池 が 必 要 な 場 合 に は 、 「 そ の 他 の 公 共 空 地 」 と し て 、 そ の 整 備 方 針 を 定 め る 。  
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（3）建築物等の整備の方針  

地区における近 年の建築動向、今後の環 境形成上目指すべき建築 物等の水準、都市

基盤整備の進展 による周辺環境の変化等 を踏まえ、以下のような 事項を建築物等の整

備方針として定 めることができます。  

 

 

 

 

（4）その他該当地区の整備、開発及び保全に関する方針  

住民の意向を十 分に把握した上で、地区 整備計画では規制・誘導 できない以下のよ

うな特定課題に 対する整備方針を定める ことができます。  

 

 

 

 

  

記 載 内 容 の 例 （ 資 料 ： 「 市 街 化 調 整 区 域 等 に お け る 地 区 計 画 の 活 用 指 針 （ 静 岡 県 ） 」 よ り 引 用 ）  

● 周 辺 の 自 然 環 境 や 景 観 と 、 建 築 物 の 形 態 ・ 意 匠 と の 調 和 の 考 え 方 を 定 め る 。  

● 周 辺 の 集 落 等 と 調 和 し た 建 築 物 の 整 備 方 針（ 敷 地 面 積 の 最 低 限 度 、建 築 物 の 高 さ 、か き 又

は さ く の 構 造 の 制 限 等 ） を 定 め る 。  

記 載 内 容 の 例 （ 資 料 ： 「 市 街 化 調 整 区 域 等 に お け る 地 区 計 画 の 活 用 指 針 （ 静 岡 県 ） 」 よ り 引 用 ）  

● 地 区 整 備 計 画 で は 規 制・誘 導 で き な い 事 項（ 合 併 処 理 浄 化 槽 の 設 置 の 義 務 づ け 等 ）に つ い

て 定 め る 。  

● そ の 他 、当 該 地 域 住 民 と の 話 し 合 い 等 に よ り 取 り 決 め た 事 項（ ル ー ル ）で 、地 区 整 備 計 画

に お い て 定 め る 項 目 の な い 事 項 を 示 す 。  
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３．地区整備計画 
地区整備計画は 、次の事項を基本としな がら地域の状況に応じて 定めることができ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定 め る こ と の で き る 事 項  概  要  

地 区 施 設
の配置及び規模 

道 路  
主 と し て 街 区 内 の 居 住 者 の 用 に 供 す る 道 路 、公 園 、緑 地 、広 場 、

そ の 他 公 共 空 地 の 配 置・規 模 を 防 災 、安 全 、衛 生 等 に 関 す る 機 能
が 十 分 確 保 さ れ る よ う 定 め る 。  

公 園 、 緑 地 、 広 場  

そ の 他 の 公 共 空 間  

建 築 物 等  
に関する事項 

建築物等の用途の制限 

当 該 区 域 の 用 途 構 成 の 適 正 化 、各 街 区 の 住 居 の 環 境 の 保 持 、工
業 そ の 他 の 流 通 業 務 の 利 便 の 増 進 等 に よ り 良 好 な 環 境 の 街 区 が
形 成 さ れ 、 又 は 保 持 さ れ る よ う 定 め る 。  

 
 

容 積 率 の 最 高 限 度  
当 該 区 域 の 土 地 利 用 の 適 正 な 増 進 に 配 慮 し つ つ 、良 好 な 環 境 の

各 街 区 が 形 成 さ れ 、 又 は 保 持 さ れ る よ う に 定 め る 。  

建 ぺ い 率 の 最 高 限 度  

建築物等の高さの最高限度 

建築物の敷地面積の最低限度 

建 築 物 の 敷 地 が 細 分 化 、又 は 建 築 物 が 密 集 す る こ と に よ り 、敷
地 内 に 必 要 と さ れ る 空 地 の 確 保 、又 は 建 築 物 の 安 全 、防 火 若 し く
は 衛 生 の 目 的 を 達 成 す る こ と が 困 難 と な る 区 域 に つ い て 、当 該 地
区 内 の 建 築 物 及 び 敷 地 の 状 況 等 を 勘 案 し 定 め る 。  

 
 

壁 面 の 位 置 の 制 限  

他 の 建 築 物 と の 間 に 有 効 な 空 地 が 確 保 さ れ る こ と 、又 は 区 域 内
の 建 築 物 の 位 置 を 整 え る こ と に よ り 、 良 好 な 環 境 の 各 街 区 が 形
成 、 保 持 さ れ る よ う に 定 め る 。  

 
 

建築物等の形態又は意匠の制限 

建 築 物 等 の 屋 根 ･外 壁 な ど 、 戸 外 か ら 望 見 さ れ る 部 分 の 形 状 、
色 彩 等 に つ い て 、当 該 地 区 の 特 性 に ふ さ わ し い 形 態 、意 匠 を 備 え
た も の と な る よ う に 定 め る 。  

 
 

建築物の緑化率の最低限度 

周 辺 の 景 観 や 環 境 等 を 勘 案 し 、建 築 物 の 緑 化 の 推 進 が 必 要 な 場
合 に 過 度 な 規 制 と な ら な い よ う 定 め る 。  

 
 

かき、さくの構造の制限 

か き 又 は さ く の 構 造 が 当 該 地 区 の 特 性 に ふ さ わ し い も の と な
る よ う に 定 め る 。  

 
 

土 地 利 用
に関する事項 樹 林 地 、草 地 等 の 保 全  

樹 林 地 等 で 良 好 な 居 住 環 境 を 確 保 す る た め に 定 め る 。 農 用 地 、
森 林 に 関 す る 事 項 は 定 め な い 。  
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４ 地区計画の適用までの流れ 

地区 計 画 の適 用 に あ たっ て は 、地 域 や 企 業 等 か ら の地 区 計 画 を活 用 し たま ち づくり

の提案を受け、本市が都市計画決定 の必要性を判断し、地域・企業等との話 し合いや関

係機関との協議 を行い、協働によ り地区計画の原案を作成 したうえで、都市 計画決定に

関する手続きを 実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 地 区 計 画 の 適 用 ま で の 流 れ （ 提 案 制 度 ）  

用 途 地 域 外
．

に お け る 地 区 計 画 適 用 の 基 本 的 な 方 針  

見 直 し  
(必 要 に 応 じ て ) 

【 市 】 都 市 計 画 決 定 に 関 す る 手 続 き  

手 続 条 例 に 基 づ く 原 案 の 公 告 、 縦 覧  

事 前 協 議 申 請  

案 の 公 告 、 縦 覧  

都 市 計 画 審 議 会  

知 事 協 議 ・ 回 答  

都 市 計 画 決 定 （ 告 示 ）  

【 地 域 ・ 企 業 等 】 地 区 計 画 適 用 の 提 案 （ 都 市 計 画 法 第 21 条 の 2）  
地 域 、企 業 等 は 、素 案 と し て 、都 市 計 画 の 種 類 、名 称 、位 置 、区 域 や 市 が

都 市 計 画 の 原 案 作 成 に あ た り 必 要 な 事 項 が 記 載 さ れ た も の を 作 成 し 、 市 へ
提 出 す る 。  

提 案 の 条 件 と し て 、  
※ 土 地 所 有 者 等 の 3 分 の 2 以 上 の 同 意 が 必 要  
※ 一 定 面 積 （ 0.5ha 以 上 ） が 必 要   

【 市 】 原 案 作 成  
・ 地 域 や 企 業 等 と 協 働 で 原 案 の 作 成  
・ 関 係 機 関 と の 調 整 協 議  
・ 都 市 計 画 決 定 に 関 す る 説 明 会  

【 市 】 都 市 計 画 の 決 定 の 必 要 性 を 判 断 （ 都 市 計 画 法 第 21 条 の 3）  
提 案 が 、本 方 針 に 示 す 適 用 想 定 地 区 や ま ち づ く り の 基 本 方 針 に 整 合 し 、都 市 計 画 決 定 の 必

要 性 が あ る か ど う か 判 断 す る 。  
 

必 要 が あ る と 認 め る と き  必 要 が な い と 認 め る と き  

都 市 計 画 審 議 会 に 提 案 を 提 出 し 意 見 聴 取  

都 市 計 画 決 定 し な い 理 由 を 提 案 者 へ 通 知  
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５ 地域におけるまちづくりの進め方 

 本市では、地域 の様々な問題を解決し、地域のみなさんが、安全・安心 で快適に、そ

して、いつまでも住み続けたいと思う魅力あるまちをつく り、子どもたちに引 き継いで

いくため「地区 計画」を活用した地域づ くりに取り組んでいきま す。 
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参 考 資 料  

１ 地区計画を定めることができる区域  

 用途地域外
．

に地区計画を定 めることができる区域は 、都市計画法第 12 条の 5 第 1 項

第二号及び都市 計画運用指針において次 のとおり規定されていま す。 

 

 

都 市 計 画 法  

第 12 条の 5 第１項第二号 
都 市 計 画 運 用 指 針 に 示 す  

地 区 計 画 の 対 象 区 域  

イ  住 宅 市 街 地 の 開 発
そ の 他 建 築 物 若 し
く は そ の 地 敷 地 の
整 備 に 関 す る 事 業
が 行 わ れ る 、又 は 行
わ れ た 土 地 の 区 域  

1)市 街 化 調 整 区 域 に お け る 20ha以 上 （ 産 業 の 振 興 、 居 住 環 境 の 改 善
そ の 他 都 市 機 能 の 維 持 又 は 増 進 に 著 し く 寄 与 す る 開 発 行 為 に あ っ
て は ５ ｈ ａ 以 上 ）の 一 団 の 開 発 行 為 で 、当 該 都 市 計 画 区 域 に お け る
計 画 的 な 市 街 化 を 図 る 上 で 支 障 が な く 、 確 実 に 実 施 さ れ る と 見 込
ま れ る も の に 関 す る 事 業 。 原 則 と し て ア に 掲 げ る 開 発 行 為 で あ っ
て 、 イ に 掲 げ る 考 え 方 を 基 本 と す る も の で あ る こ と が 望 ま し い 。  

ア 次 に 掲 げ る 開 発 行 為  
ⅰ  主 と し て 住 宅 の 建 築 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 わ れ る 次 に 掲 げ る

開 発 行 為  
ｱ) 主 と し て 地 域 住 民 の 居 住 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 わ れ る も の  
ｲ) 人 口 の 流 出 に よ る 地 域 社 会 の 停 滞 等 を 防 止 す る た め 新 規 住

民 の 積 極 的 な 導 入 及 び 定 着 を 図 る こ と を 目 的 と し て 行 わ れ る
も の  

ｳ) ｱ)及 び ｲ)に 掲 げ る も の の ほ か 、地 域 の 経 済 社 会 活 動 の 活 性 化 、
地 域 社 会 の 整 備 発 展 等 に 著 し く 寄 与 す る と 認 め ら れ る も の で
あ っ て 、 例 え ば 、 主 と し て 住 宅 以 外 の 建 築 物 又 は 第 一 種 特 定
工 作 物 の 建 築 又 は 建 設 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 わ れ る 開 発 行 為
と 一 体 と し て 行 わ れ る も の そ の 他 鉄 道 若 し く は 軌 道 の 駅 、 大
学 等 の 公 共 公 益 施 設 又 は 地 域 の 振 興 に 寄 与 す る と 認 め ら れ る
工 場 、 研 究 所 等 の 新 設 、 増 設 等 に 関 連 し て こ れ ら の 施 設 と 一
体 的 な 整 備 を 図 る こ と を 目 的 と し て 行 わ れ る も の  

ⅱ  主 と し て 住 宅 以 外 の 建 築 物 又 は 第 一 種 特 定 工 作 物 の 建 築 又 は
建 設 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 わ れ 、 か つ 、 法 律 に 基 づ き 又 は 地 方
公 共 団 体 に よ り 策 定 さ れ た 地 域 の 振 興 又 は 発 展 を 図 る た め の 計
画 と 内 容 、 位 置 、 規 模 等 の 整 合 が 図 ら れ て い る 開 発 行 為  

イ 次 に 掲 げ る 開 発 行 為 に 係 る 考 え 方  
ⅰ  市 街 化 区 域 又 は 市 街 化 調 整 区 域 内 の 既 成 市 街 地 若 し く は こ れ

に 準 ず る 既 存 集 落（ 以 下「 市 街 化 区 域 等 」と い う 。）に 隣 接 し 、
又 は 近 接 す る 地 域 に お い て 行 わ れ る も の で あ る こ と 。な お 、「 こ
れ に 準 ず る 既 存 集 落 」 と は 、 鉄 道 若 し く は 軌 道 の 駅 又 は 市 町 村
役 場 、 区 役 所 若 し く は こ れ ら の 支 所 等 の 公 共 施 設 が 存 す る 既 存
集 落 を 指 し て い る 。た だ し 、次 の よ う な 場 合 に は 、例 外 と し て 取
り 扱 っ て 差 し 支 え な い 。  
ｱ) 市 街 化 区 域 等 に 隣 接 し 、又 は 近 接 す る 地 域 に 優 良 な 農 用 地 等

が 集 団 的 に 存 在 し 、 か つ 、 そ の 外 延 部 に 遊 休 地 等 が 存 在 す る

■ 都 市 計 画 法 第 12 条 の 5 第 1 項 第 二 号 及 び 都 市 計 画 運 用 指 針 （ 抜 粋 ）  
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場 合 で あ っ て 、 当 該 遊 休 地 等 を 活 用 す る こ と が そ の 地 域 の 土
地 利 用 上 適 切 と 認 め ら れ る 場 合  

ｲ) 工 場 の 移 転 跡 地 等 の 既 存 の 宅 地 を 活 用 す る 場 合  
ｳ) 研 究 施 設 等 の 特 別 な 施 設 で 、そ の 施 設 の 性 格 か ら 市 街 化 区 域

等 に 隣 接 し 、 又 は 近 接 す る 地 域 へ の 設 置 を 求 め る こ と が 適 当
で な い と 認 め ら れ る も の の 設 置 を 目 的 と す る 場 合  

ⅱ 開 発 区 域 の 周 辺 の 区 域 に お い て 、開 発 行 為 に 伴 い 必 要 と な る 適
正 な 配 置 及 び 規 模 の 道 路 、 義 務 教 育 施 設 、 水 道 等 の 公 共 公 益 施
設 が あ る こ と （ 当 該 開 発 行 為 と 併 せ て こ れ ら の 公 共 公 益 施 設 の
増 改 築 等 が 行 わ れ る こ と に よ り 、 適 正 な 配 置 及 び 規 模 の 公 共 公
益 施 設 を 備 え る こ と が 確 実 と 認 め ら れ る 場 合 を 含 む 。 ） 。  

ⅲ  市 街 化 区 域 に お い て 行 わ れ な い こ と に つ い て 相 当 の 理 由 が あ
る と 認 め ら れ る こ と 。 た だ し 、 こ れ は 、 法 第 ３ ４ 条 第 １ ４ 号 の
「 市 街 化 区 域 に お い て 行 う こ と が 困 難 又 は 著 し く 不 適 当 と 認 め
ら れ る も の 」 と 同 程 度 の 判 断 を 求 め る も の で は な い 。  

 
2)非 線 引 き 都 市 計 画 区 域 内 の 用 途 地 域 の 定 め の な い 地 域 に お い て 、

特 定 大 規 模 建 築 物 の 整 備 に よ る 商 業 そ の 他 の 業 務 の 利 便 の 増 進 を
図 る た め 、 一 体 的 か つ 総 合 的 な 市 街 地 の 開 発 整 備 を 行 う こ と を 目
的 と し た 開 発 行 為 に 関 す る 事 業 又 は そ れ ら の 建 築 物 の 建 築 に 関 す
る 事 業 。こ の 場 合 、特 定 大 規 模 建 築 物 の 周 辺 の 建 築 物 等 を 含 む こ と
は 差 し 支 え な い 。  

 
3)以 下 に 掲 げ る 事 業（ 街 区 の 整 備 に 係 る 事 業 以 外 の 事 業 に あ っ て は 、

原 則 と し て 1、2又 は 3に 該 当 す る 他 の 事 業 と 一 体 的 に 行 わ れ 街 区 を
形 成 す る も の に 限 る 。 ）  

ア  法 第 ２ ９ 条 第 ３ 号 か ら 第 ５ 号 ま で 若 し く は 第 ９ 号 に 掲 げ る 開 発
行 為 に 関 す る 事 業 、同 条 第 ３ 号 に 規 定 す る 建 築 物 の 建 築 に 関 す る
事 業 又 は 法 第 ４ ３ 条 第 １ 項 第 １ 号 若 し く は 第 ４ 号 に 掲 げ る 建 築
物 の 新 築 、改 築 若 し く は 用 途 の 変 更 若 し く は 第 １ 種 特 定 工 作 物 の
新 設 に 関 す る 事 業  

イ  学 校 の 用 に 供 す る 施 設 で あ る 建 築 物 、 社 会 福 祉 事 業 等 の 用 に 供
す る 施 設 で あ る 建 築 物 若 し く は 病 院・診 療 所 等 の 用 に 供 す る 施 設
で あ る 建 築 物 の 建 築 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 う 開 発 行 為 に 関 す る
事 業 又 は そ れ ら の 建 築 物 の 建 築 に 関 す る 事 業  

ウ 国 若 し く は 地 方 公 共 団 体（ 法 令 の 規 定 に よ り 、国 の 行 政 機 関 又 は
地 方 公 共 団 体 と み な し て 法 第 ３ ４ 条 の ２ の 規 定 が 準 用 さ れ る 者
を 含 む 。）又 は 港 務 局 が 行 う 開 発 行 為 に 関 す る 事 業 又 は 当 該 開 発
区 域 で 行 う 建 築 物 の 建 築 等 に 関 す る 事 業  

 
4)住 宅 市 街 地 の 一 体 的 開 発 で 街 区 を 単 位 と す る 事 業 。こ の 場 合 、住 宅

と 一 体 的 に 整 備 さ れ る 居 住 者 の た め の 利 便 施 設 等 を 含 む こ と は 差
し 支 え な い 。  

 



参考資料 

27 

ロ  建 築 物 の 建 築 又
は そ の 敷 地 の 造
成 が 無 秩 序 に 行
われ、又は行われ
る と 見 込 ま れ る
一 定 の 土 地 の 区
域で、公共施設の
整備の 状況、土地
利 用 の 動 向 等 か
ら み て 不 良 な 街
区 の 環 境 が 形 成
さ れ る お そ れ の
あるも の  

1)建 築 物 が 無 秩 序 に 集 合 又 は 点 在 し て い る 区 域 で 、 区 域 内 の 道 路 の
配 置 又 は 幅 員 の 状 況 、建 築 物 の 立 地 動 向 か ら み て 、不 良 な 街 区 の 環
境 が 形 成 さ れ る お そ れ が あ る も の 。  

2)幹 線 道 路 沿 道 に 面 す る 一 宅 地 の 区 域 で 、建 築 物 の 立 地 の 動 向 、既 存
宅 地 の 存 在 状 況 、周 辺 の 土 地 利 用 の 状 況 か ら み て 、建 築 物 の 用 途 又
は 形 態 等 が 無 秩 序 と な る お そ れ が あ り 、 不 良 な 街 区 の 環 境 の 形 成
を 防 止 す る 措 置 を 講 ず る 必 要 が あ る と 認 め ら れ る も の 。  

3)上 記 以 外 の 土 地 の 区 域 で 、 当 該 区 域 内 に お け る 道 路 等 の 公 共 施 設
の 整 備 状 況 、建 築 物 の 立 地 動 向 か ら 見 て 、建 築 物 の 建 築 又 は そ の 敷
地 の 造 成 が 行 わ れ る こ と が 十 分 に 予 想 さ れ る 条 件 を 備 え て い る
上 、建 築 物 の 用 途 又 は 形 態 等 が 無 秩 序 と な る お そ れ が あ り 、特 に 不
良 な 街 区 の 環 境 の 形 成 を 防 止 す る 措 置 を 講 ず る 必 要 が あ る と 認 め
ら れ る も の 。ま た 、こ の 場 合 の 地 区 計 画 の 区 域 は 、不 良 な 街 区 の 環
境 の 形 成 を 防 止 す る 観 点 か ら 必 要 不 可 欠 な 範 囲 と し 、 い た ず ら に
規 模 を 広 く と る こ と の な い よ う に 配 慮 す る こ と が 望 ま し い 。な お 、
区 域 区 分 を 行 う 都 市 計 画 区 域 に お い て 、 地 区 計 画 を 市 街 化 区 域 に
隣 接 す る 区 域 に 定 め よ う と す る 場 合 は 、 当 該 区 域 を 市 街 化 区 域 に
編 入 す る こ と の 妥 当 性 に つ い て も 検 討 す る こ と が 望 ま し い 。  

 

ハ  健 全 な 住 宅 市 街
地 に お け る 良 好
な 居 住 環 境 そ の
他 優 れ た 街 区 の
環 境 が 形 成 さ れ
て い る 土 地 の 区
域  

1)当 該 区 域 は 、 住 宅 の 連 た ん す る 街 区 に よ り 構 成 さ れ 、 良 好 な 居 住
環 境 を 既 に 有 し て い る 都 市 的 な 市 街 地 で あ っ て 、 主 と し て 農 林 漁
業 者 以 外 の 者 が 居 住 す る 住 宅 市 街 地 の 土 地 の 区 域 で あ り 、 集 落 地
域 整 備 法 （ 昭 和 ６ ２ 年 法 律 第 ６ ３ 号 。 以 下 「 集 落 法 」 と い う 。 ）
に 規 定 す る ｢集 落 地 域 ｣に 加 え 、 農 山 漁 村 の 既 存 集 落 は 含 ま れ な い
も の で あ る こ と 。 ま た 、 区 域 区 分 を 行 う 都 市 計 画 区 域 に お い て
は 、 区 域 区 分 が 行 わ れ る 前 か ら 既 に 健 全 な 住 宅 市 街 地 と し て 存 在
し て い た 土 地 の 区 域 に 限 ら れ る も の で あ る こ と 。  
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２ 区域設定のあたっての留意事項 

用途地域外
．

には、災 害の発生のおそれのある 区域、または営農・自然環境等を保全す

べき区域など、開発行為や建築行為等にあたり一定の制限 を要する区域が、法律等によ

り定 め ら れて い ます 。こ の よ う に 地 区計 画を 定 め る区 域 に次 の区 域 が 含ま れ る場 合に

は、個別法等の 適用に留意する必要があ ります。  

 

  

都
市
計
画
運
用
指
針 

＜ 含 ま れ る べ き で な い 区 域 ＞  
・ 農 用 地 区 域  
・ 集 落 地 域 （ 集 落 地 域 整 備 法 第 ３ 条 に 規 定 す る も の ）  
・ 農 地 法 に よ る 農 地 転 用 が 許 可 さ れ な い と 見 込 ま れ る 農 用 地  

※ 都 市 計 画 法 第 12条 の ５ 第 １ 項 第 二 号 ハ に 該 当 す る 区 域 に 地 区 計 画 を 定 め る 場 合
に は 、 当 該 区 域 に は 、 原 則 と し て 農 用 地 を 含 め な い こ と と し 、 例 外 的 に 含 ま れ る
場 合 で あ っ て も 、 そ の 農 用 地 は 、 市 街 地 の 区 域 内 又 は 市 街 地 化 の 傾 向 が 著 し い 区
域 内 に あ る 農 地 で あ る こ と 。  

 
＜ 含 ま な い こ と が 望 ま し い 区 域 ＞  
・ 工 業 等 導 入 地 区 （ 農 村 地 域 工 業 等 導 入 促 進 法 に 規 定 す る も の ）  

※ 立 地 上 や む を 得 ず 市 街 化 調 整 区 域 内 に 工 業 等 導 入 地 区 を 設 定 す る 場 合 は 、 第 ５ 条
の 実 施 計 画 と 調 和 を 図 っ た 上 で 、 地 区 計 画 を 活 用 す る こ と も 考 え ら れ る 。  

 
＜ 原 則 と し て 含 め る べ き で な い 区 域 ＞  
・ 保 安 林 等 （ 保 安 林 の 指 定 が 計 画 さ れ て い る 区 域 、 保 安 林 の 区 域 、 保 安 林 予 定 森 林 の

区 域 、 保 安 施 設 地 区 及 び 保 安 施 設 地 区 に 予 定 さ れ た 地 区 ）  
・ 森 林 （ 含 め る 場 合 に は 、 街 区 に 介 在 す る も の に 限 ら れ る こ と が 望 ま し い ）  
 
＜ 極 力 重 複 さ せ な い 区 域 ＞  
・ 自 然 環 境 保 全 法 の 指 定 区 域  
・ 自 然 公 園 法 の 特 別 地 域  
 

個
別
法
の
適
用
を
受
け
る
区
域 

・ 土 砂 災 害 警 戒 区 域 、 土 砂 災 害 特 別 警 戒 区 域  
（ 土 砂 災 害 警 戒 区 域 等 に お け る 土 砂 災 害 防 止 対 策 の 推 進 に 関 す る 法 律 ）  

・ 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 区 域 （ 急 傾 斜 地 の 崩 壊 に よ る 災 害 の 防 止 に 関 す る 法 律 ）  
・ 砂 防 指 定 地 （ 砂 防 法 ）  
・ 土 石 流 危 険 区 域 （ 調 査 結 果 ）  
・ 指 定 文 化 財 の 所 在 す る 地 域 （ 文 化 財 保 護 法 、 静 岡 県 文 化 財 保 護 条 例 ）  

等  

■ 用 途 地 域 外
．

に お け る 地 区 計 画 の 区 域 に 含 ま れ る べ き で な い 区 域 等 (都 市 計 画 運 用 指 針 抜 粋 ) 
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３ 地区計画制度の変遷 

地区 計 画 制度 は 、 地 域の 特 性 に応 じ た き め 細 か い まち づ く り を行 う た めの 手 段とし

て、1980 年（昭和 55 年）に創設さ れました。 

創設当初は、線引き都市における市街化区域内と、非線引き都市では都市計画 区域の

用途地域内が地 区計画を定めることがで きる区域とされていまし た。その後、新市街地

の形成を中心と してきた「都市化
．

社会」から、安定・成熟した「都市型
．

社会」の都市づ

くりに移行し始 めたことから、都 市計画制度が地域の実情 に応じて、柔軟に 適用し得る

ものとするため 、都市計画制度の再 構成が必要となっていま した。その一環として、地

区計画制度がよ り一層汎用性の高いもの となるよう都市計画法が 改正され、2000 年（平

成 12 年）には、非線引き 都市計画区域内の用途地 域外
．

においても地区 計画を定めるこ

とが可能となり ました。 

それ以降、特定 大規模建築物に係る用途 制限を緩和する地区計画 （開発整備促進

区）や歴史的風 致の維持・向上により良 好な市街地環境の形成を 図る地区計画等が創

設されています 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 地 区 計 画 制 度 の 変 遷  

資 料 ： 全 国 地 区 計 画 推 進 協 議 会  地 区 計 画 マ ニ ュ ア ル  
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４ 用途地域外の現況 

１．面積  

 本方針の対象区 域となる用途地域外
．

の面積は、 9,327ha で、都市計画区 域の約 86％

を占めています 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

」  

■ 都 市 計 画 図  用途地域内
1,506ha

用途地域外
9,327ha

用途地域内 用途地域外

都市計画区域

10,833ha

（86.1%）

（13.9%）
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２．人口  

 2015 年（平成 27 年）の用途地 域外の人口は 42,532 人で、市全体の約 49％を占めて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人）

1990年

（平成2年）

1995年

（平成7年）

2000年

（平成12年）

2005年

（平成17年）

2010年

（平成22年）

2015年

（平成27年）

都市計画区域 68,966 74,826 78,732 82,991 84,846 87,155

用途地域内 36,313 36,759 39,197 41,695 43,024 44,623

構成比 52.7% 49.1% 49.8% 50.2% 50.7% 51.2%

用途地域外 32,653 38,067 39,535 41,296 41,822 42,532

構成比 47.3% 50.9% 50.2% 49.8% 49.3% 48.8%

■ 人 口 密 度（ 2015 年（ 平 成 27 年 ）） ■ 人 口 密 度 （ 2040 年 ） 推 計  

■2015 年 (平 成 27 年 )の 人 口 割 合  

■ 用 途 地 域 内 外 の 人 口 推 移  

用途地域内

44,623 人

用途地域外

42,532 人

用途地域内 用途地域外

都市計画区域内

87,155人
（48.8%） （51.2%）

資 料 ： 袋 井 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン  
策 定 基 礎 調 査  

資 料 ： 袋 井 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン 策 定 基 礎 調 査  

36,313 36,759 39,197 41,695 43,024 44,623 
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３．土地利用の状況  

土地利用の構成 は、市域の 65.8％を自然的土 地利用が占め、都市的土 地利用のうち

住宅用地が 10.5％、商業用地が 2.7％、工業用地が 5.5％となってい ます。用途地域内

外 の 状 況 を み る と 、 用 途 地 域 内 は 住 宅 用 地 が 29.0％ と 最 も 多 く 、 次 い で 工 業 用 地 が

18.0％、道路用地が 16.7％となっていま す。概ね都市的土地利用が図 られていますが、

自 然 的 土 地 利 用 も

15.9％ を 占 め て い ま す 。

用 途 地 域 外 は 、 自 然 的

土地利用が 73.8％と大

部 分 を 占 め て い ま す 。

土 地 利 用 の 分 布 を み る

と 、 ま と ま っ た 住 宅 地

は 、 用 途 地 域 内 だ け で

は な く 用 途 地 域 外 に も

点在しています 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  4.5%

26.0%

23.0%田

3.6%

13.3%

12.0%畑

4.7%

25.7%

22.8%山林

1.8%水面

2.7%

2.4%自然地

4.2%

3.8%

その他の自然的土地利用

29.0%

7.5%

10.5%

住宅用地

7.1%

2.1%

2.7%

商業用地

18.0%

3.5%

5.5%

工業用地

1.0%
農林漁業施設用地

9.1%

2.7%

3.5%

公共・公益施設用地

16.7%

7.9%

9.1%

道路用地

0.2%
交通施設用地

その他の公的施設用地

2.7%

1.5%その他の空地

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

用途地域内

用途地域外

合計

0.0%

■ 用 途 地 域 内 外 の 土 地 利 用 状 況  

■ 土 地 利 用 現 況 図  

資 料 ： 都 市 計 画 基 礎 調 査  

資 料 ： 袋 井 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン  



参考資料 

33 

４．地区計画・建築協定  

地区計画におい ては、用途地域内では、神⾧地区をはじ め 14 地域に定めてお り、用

途地域外では、 集落地域整備法に基づく 田原集落地区計画を定め ています。 

また、建築協定 ※ 1 においては、用 途地域外に 6 つの協定が定 められています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

建 築 協 定  

※ 1： 建 築 協 定 と は 、  
建 築 基 準 法 第 69 条 に 規 定 さ れ て お り 、 市 町 村 に お い て は 、土 地 の 所 有 者 及 び 借 地 権 を 有 す る も の

が 一 定 の 区 域 を 定 め 、区 域 内 に お け る 建 築 物 の 敷 地 、位 置 、構 造 、用 途 、掲 載 、意 匠 等 に 関 す る 基 準
に つ い て 協 定 を 締 結 す る こ と が で き る 旨 を 条 例 （ 袋 井 市 建 築 協 定 条 例 ： 平 成 17 年 4 月 1 日 条 例 136
号 ） で 定 め る こ と が で き ま す 。  

NO. 名 称 面積(ha)

1  神⾧地区 22.5

2  上川原地区 13.3

3  堀越・久能地区 12.2

4  久能地区 7.0

5  堀越地区 16.2

6  新屋地区 1.0

7  月見里地区 37.2

8  春岡地区 21.5

9  上石野地区 38.9

10  祢宜弥地区 20.0

11  掛之上地区 10.1

12  久能向地区 14.2

13  久能東山地区 1.5

14  田原集落地区 40.5

15  袋井駅南地区 22.5

地 区 計 画  

■ 地 区 計 画 ・ 建 築 協 定 の 状 況  

NO. 名 称 有効期限

1  袋井市萱間団地建築協定 2010年(平成22年) 9月 4日 21,574.78 ㎡

2  サンタウンゆりが丘建築協定 2011年(平成23年)11月28日 15,178.96 ㎡

3  可睡の杜第一工区建築協定 2012年(平成24年)10月13日 32,301.88 ㎡

4  高尾台建築協定 2014年(平成26年) 5月10日 39,058.27 ㎡

5  可睡の杜第二工区建築協定 2014年(平成26年)12月13日 61,985.87 ㎡

6  可睡の杜第三工区建築協定 2019年(平成31年) 2月 9日 58,449.45 ㎡

協定区域面積
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■ 「 地 区 計 画 」 と 「 建 築 協 定 」 の 違 い  

制度基準

地区計画 建築協定 効 果

地区施設  地区内の道路、公園等 ○ ×

敷地分割の禁止 × 〇

最低敷地面積の設定 ○ 〇

地盤高変更の禁止 × 〇

位置 道路、敷地境界線からの壁面後退距離の制限 ○ 〇

構造 木造、耐火構造に限定 × 〇

用途 専用住宅に限定、共同住宅の禁止、併用住宅の制限 〇 〇 建物用途の混在による環境悪化の防止

階数の制限 〇 〇

建築物等の最高の高さ・軒の高さの制限 〇 〇

容積率の制限 〇 〇

建ぺい率の制限 〇 〇

斜線制限 〇 〇

意匠 色彩の制限、屋外広告物の制限 〇 〇

建築設備 空調屋外機、屋上温水施設、無線アンテナの制限 × 〇

垣・さく 生垣、ネットフェンス等の制限 ○ 〇

緑地保全 緑化率の最低限度 ○ ×

制度の特徴

法令根拠等

制度概要

主体

有効期間

運用体制

地区の特性を生かしたきめ細かな計画を住民参加によって決定、

それを都市計画として定める制度

一定の区域内の住民が、その全員の合意によって住みよいまちづ

くりのための基準を定め、協定を締結し、県知事の認可を受けて

公的なものとする制度

建築基準法

・区域内の土地所有者及び借地権者

・全員の合意により締結（不合意者の土地を隣接地に設定可能）

・県知事が認可

・変更：全員の合意、廃止：過半数の合意

協定者が任意に設定（一般的には10 年）

都市計画法

・区域内の土地所有者及び借地権者

・2/3 以上（理想的には全員）の同意が必要

・市が都市計画決定

・改廃は都市計画の変更手続き

特になし（半永久的）

具 体 例

地区計画

・区域内で建築行為等を行う場合は、協定参加者（地域住民）の

 代表で構成される運営委員会への届出が必要

・計画不適合の場合は、違反工事の停止や是正措置を請求等

敷地

形態 日照、通風など、快適な居住環境の維持

良好な景観の形成

防災性、非難安全性の確保

隣近所のトラブルの防止

建築協定

・区域内で建築行為等を行う場合は、市⾧へ届出が必要

・計画不適合の場合は、設計変更などの指導等
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５．災害危険度判定  

2012 年（平成 24 年）から 2014 年（平成 26 年）にかけて 行った災害危険度判定調

査で は 、市 全 域を 対 象に 、「 老 朽建 物 率」 の判 定 か ら 建 物倒 壊 の危 険 度が 高 いエ リ ア、

「道路閉塞率」の判 定から道路閉塞の危険度が高いエリア、「延焼 建物率」の判定から

延焼火災の危険 度が高いエリアを自治会 単位で分析を行いました 。 

また、2017 年（平成 29 年）に策定した 袋井市防災都市づくり計画では、これら の個

別の災 害リス クを重ね 合わせ たシミ ュレーシ ョンを 行い「 都市防 災 総合危 険度」 の分析 と

評価を 行いま した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総合危険度 危険度評価値 

資 料 ： 袋 井 市 防 災 都 市 づ く り 計 画  
※ 建 物 倒 壊 、 道 路 閉 塞 、 延 焼 火

災 の 危 険 度 を 重 ね 合 わ せ 、 自
治 会 が 市 全 域 の な か で 危 険 性
が 高 さ を ５ 段 階 で 評 価  

■ 都 市 防 災 総 合 危 険 度 （ 袋 井 市 防 災 都 市 づ く り 計 画 ）  
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■ 建 物 倒 壊 と 道 路 閉 塞 に よ る 複 合 リ ス ク の 評 価 （ 袋 井 市 防 災 都 市 づ く り 計 画 ）  

【 評 価 の 考 え 方 】  
建 物 倒 壊 と 道 路 閉 塞 の 危 険 度 が 高 い と そ の 地 区 内 で の 道 路 閉 塞 に よ る 避 難 や 救 出 、 復 旧 活 動 の 遅 れ

が 懸 念 さ れ ま す 。  
そ こ で 、 こ の ２ つ の 個 別 の 災 害 リ ス ク ご と に 算 出 し た 危 険 度 を 重 ね 合 わ せ 、 各 自 治 会 の 複 合 リ ス ク

の 評 価 を 行 い ま し た 。 そ の 結 果 、 市 全 体 に お け る 各 自 治 会 の 危 険 度 を 相 対 的 に 評 価 す る た め 、 複 合 危
険 度 ４ を 超 え る も の を 「 危 険 度 ５ 」 と し ま し た 。  

複合危険度 危険度評価値 

資 料 ： 袋 井 市 防 災 都 市 づ く り 計 画  
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６．ふくろいの風景づくり計画に基づく特定地区（候補地区）  

2009 年（平成 21 年）に策定 したふくろいの風景づく り計画（袋井市景観形成ガ イ

ドプラン）にお いて、下図の地区を「特 に地域の特性を活かした 景観形成が必要な地

域（特定地区）」の候補地区として位置づけています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 ： ふ く ろ い の 風 景 づ く り 計 画 （ 袋 井 市 景 観 形 成 ガ イ ド プ ラ ン ）  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

用途地域外における「地区計画」適用の基本的な方針 
～「未来」につなぐ都市づくり～ 
2019 年（平成31 年）３月策定 
2019 年（平成31 年）４月公表 

 
袋井市 都市建設部 都市計画課 まちづくり計画室 
〒437-8666 静岡県袋井市新屋一丁目1 番地の1 

TEL：0538-44-3122（直通） 
TEL：0538-43-2111（代表） 
FAX：0538-44-3145 
E-mail：toshikei@city.fukuroi.shizuoka.jp 
URL：http://www.city.fukuroi.shizuoka.jp 


